
642億
1000万円

642億
1000万円

総務費（12.2％）
78億5478万円 

議会費（0.6％）
3億8434万円

災害復旧費・諸支出金・
予備費（0.2%）1億1725万円

公債費（12.8%）
82億4001万円

教育費（10.7%）
68億4173万円

消防費（4.3%）
27億5330万円

農林水産業費（1.5%）
9億9690万円

商工費（2.5%）
15億8327万円

土木費（6.6%）
42億6019万円

民生費（39.3％）
252億2713万円

予備費（0.1%）
5000万円

補助費等（11.3%）
72億2559万円

維持補修費（1.2%）
7億8101万円

物件費（14.3%）
92億1596万円

繰出金（7.1%）
45億3444万円
貸付金(1.7%）
10億9260万円

人件費（16.3%）
104億4923万円

公債費（12.8%）
82億4083万円普通建設・災害復旧費（9.5%）

60億7148万円

投資・出資金・積立金（1.3%）
8億6415万円

扶助費（24.4%）
156億8472万円

衛生費（8.8%）
56億5396万円

労働費（0.5%）
2億9716万円

義務的経費
53.5％

投資的経費
9.5％

投融資関係
10.1％

その他
27.0％

目的別 性質別

642億
1000万円

市税（27.0％）
173億2615万円

諸収入（2.6%）
16億7226万円

使用料・手数料
（1.6%）
10億1081万円

地方交付税（26.5%）
170億円

市債（6.4%）
41億2670万円

国庫支出金（16.0%) 
102億5465万円

県支出金（7.2%）
46億2116万円

地方消費税交付金（5.4%）
34億3943万円

地方譲与税（0.7%）
4億7780万円

法人事業税交付金・
地方特例交付金等（2.0%）
12億7376万円

繰入金（2.8%）
17億9041万円

分担金・負担金
（0.5%）
3億1091万円

財産収入・寄附金・
繰越金（1.4%）
9億597万円

自主財源
35.9％

依存財源
64.1％

令和6年度 当初予算の概要 ■会計別予算
会　計　区　分 予　算　額 対前年度比（％）

一般会計	 642億1000万円 8.5
特別会計（合計） 348億964万円 0.7
港湾事業 1億8734万円 △ 0.8
国民健康保険事業 143億9196万円 2.2
千光寺山索道事業 1億3900万円 22.3
駐車場事業 8820万円 △ 16.0
夜間救急診療所事業 8149万円 △ 3.9
介護保険事業（保険事業勘定） 169億3717万円 △ 2.6
介護保険事業（介護サービス事業勘定） 2207万円 0.0
渡 船事業 5044万円 5.9
後 期高齢者医療事業 29億1197万円 14.7
企業会計（合計） 258億6403万円 0.7
水道事業 56億7620万円 △ 1.0
下水道事業 38億9862万円 1.6
病院事業 162億8922万円 1.1

総　合　計 1248億8367万円 4.6
※各項目の金額は表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合があります。

■企業会計

水道事業 下水道事業 病院事業
　人口減などによる給水収益の減少
に伴い、厳しい経営環境が続く見込み
ですが、先の能登半島地震の被災状況
を教訓としながら、これまで計画的に
実施してきた水道管路や水道施設の
耐震化を引き続き促進します。本年度
は、市内各所で老朽管約11.6kmの耐
震管更新工事を行うとともに、山波町
の明現配水池築造工事など耐震化施
設の建設を進めていきます。
　今後も、経営方針を定めた上下水道
事業ビジョンや、将来の投資事業の平
準化などを目的としたアセットマネジ
メント計画に基づき、中長期的視野を
踏まえ、持続可能で強靭な水道事業の
構築を図るとともに、安全で良質な水
の安定供給に努めます。

上下水道局（ 0848-37-8701）

　市民病院では、多様化する医療需
要に対応するため、放射線治療装置の
ほか、各種医療機器の更新や設備改修
を行い、患者サービスの向上と救急医
療や高度で質の高い医療の提供に引
き続き取り組みます。瀬戸田診療所で
は、これまで同様、安定した医療の提
供に努めます。
　公立みつぎ総合病院では、医療用画
像管理システムなど医療機器の更新
や設備改修を行い、救急医療から回復
期・慢性期・緩和ケア・在宅医療まで
切れ目なく提供し、地域包括ケアシス
テムの充実に努めます。

市民病院（ 0848-47-1155）　
公立みつぎ総合病院
（ 0848-76-1111）

　公共下水道は、物価高騰による厳し
い経営環境が続く中、未普及地区解消
に向けた管渠の新設と、老朽化施設の
更新を併せて進める必要があります。
本年度は、新浜地区、栗原西地区など
1.6kmの管渠新設工事や、老朽化した
尾道市浄化センターの更新工事を進め
るとともに、浸水対策として栗原ポン
プ場の整備に取り組みます。
　今後も、上下水道事業ビジョンやス
トックマネジメント計画に基づき、中
長期的視野を踏まえた効率的な事業
運営を行い、経営基盤の強化を図ると
ともに、市民の快適な生活環境の確保
と公衆衛生の向上に努めます。

上下水道局（ 0848-37-8701）

令和６年度 当初予算の概要

一般会計 福祉、教育、道路整備など基礎的な行政サービスを行う会計

特別会計 特定の事業を行うために一般会計とは別に独立して経理を行う会計

企業会計 地方公営企業法の全部または一部が適用される公営企業の会計

自主財源 市税、使用料、手数料、諸収入など市が自ら調達できる財源

依存財源 地方交付税、国庫支出金、県支出金などの国や県か
ら交付されたり割り当てられたりする財源

地方交付税 自治体の財政状況などに応じて交付される国からの財源

総務費 庁舎管理、交通安全対策、防災、選挙などのための経費

民生費 主に社会福祉（児童、高齢者、障害者など）のための経費

衛生費 保健、医療、環境保全、ごみの収集処理などのための経費

土木費 道路、公園、河川の整備や維持補修などのための経費

教育費 学校教育、生涯学習、スポーツ振興、教育施設の維持などのための経費

人件費 市職員の給与、手当、議員の報酬などの経費

扶助費 生活困窮者、児童、高齢者、障害者などに対する福祉のための経費

公債費 市が事業を行うために借り入れたお金を返済するための経費

物件費 消耗品、旅費、役務費などの消費的性質の経費

義務的経費 人件費、扶助費、公債費などの支出が義務づけられている経費

投資的経費 普通建設事業費、災害復旧事業費など
道路や施設など将来に残るものに支出される経費

■一般会計予算
財政用語の説明

歳出

※各項目の金額は表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合があります。

歳入

　経済回復の兆しが見え始めた中、出産・子育て応援や教育環境の充実、複合的な福祉課題に向けた取組、地場産業
の振興等を推進し、尾道に住んで良かったと思えるよう、ウェルビーイング（身体的、精神的、社会的に良好な状態）の
視点で、誰もが幸せを実感できるまちづくりを進め、人口減少や少子化対策に取り組みます。
	 財政課（ 0848-38-9323）

新時代を切り拓く
ウェルビーイングのまちづくり
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